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＜ 重 点 要 望 ＞ 

 

【国土交通省、総務省関係】 

１  「豪雪法」特例措置の期限延長  
 
豪雪地帯対策特別措置法（昭和 37 年法律第 73 号。以下「豪雪法」とい

う。）第 14 条及び第 15 条の特例措置については、冬期交通確保や教育機

会の均等に大きく貢献してきた。 

豪雪法の規定では、特例措置の期限が令和４年３月 31 日まで（令和３

年度）とされているが、特別豪雪地帯の安全・安心な生活と円滑な経済活

動のためには、当該特例措置が引き続き必要不可欠であり、法改正による

期限延長を強く要望する。 
 
 
 
【国土交通省、総務省関係】 

２  道路除雪費に係る国庫支出金の総額確保等  
 
昨冬は、冬型の気圧配置が続かず、寒気の影響を受けにくかったため、

全国的に冬の降雪量はかなり少なく、北・東日本の日本海側では 1961 年

の統計開始以降最も少なかった。 

こうした中でも、道路除雪費については、一定の費用が発生し、道府県

及び市町村に対する社会資本整備総合交付金や除雪補助等による道路除

雪費への財政支援措置を講じていただいたところである。しかしながら、

「労務単価・機械損料の高騰」や「諸経費率の上昇」から、地方自治体の

道路除雪費の負担は年々増加傾向にあり、平成 29 年度のように大雪に見

舞われた年は、負担が一層増大した状況となっている。 

本来であれば、地方の道路除雪に係る費用は、積雪寒冷特別地域におけ

る道路交通の確保に関する特別措置法（以下「雪寒法」という。）に定め

るところにより、その２／３を国が補助することとなっているものの、国

費の配分額が不足しているため、地方自治体が自主財源で補てんせざるを

得ない状況となっており、地方財政を更に圧迫している。 

加えて、除雪オペレーターの高齢化による担い手不足や降雪による稼働

差が大きいことによる除雪機械の維持費用の負担の増加により、除雪業者

の撤退を招くなど、除雪体制の維持に課題が生じている。 

ついては、住民の安全・安心のために、地方自治体の道路除雪が円滑に

実施できるよう、以下の事項について強く要望する。 
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(1) 地方自治体が安心して万全の道路除雪ができるよう、道路除雪費、

除雪機械購入費等について、雪寒法に定める補助率２／３を充足 

する国庫支出金総額の確保   

                （国土交通省大臣官房、道路局） 

 
 

(2) 豪雪時において、地方自治体の負担が増大しないよう、除雪補助

の確実な実施及び臨時特例措置等による追加予算の確保 

                         （国土交通省道路局） 

 

(3)  雪寒地帯の道路除雪に関する特別な財政需要に配慮した特別交

付税の配分                            （総務省自治財政局） 

 

(4)  少雪時にオペレーターの人件費の一部を補てんする基本待機 

料など除雪体制維持のための経費に対する支援制度の創設 

                                     （国土交通省道路局） 

 

(5) 消雪パイプ等の融雪施設に係る電気料金等に対する支援の充実 

                  （国土交通省道路局） 
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【内閣府、国土交通省、総務省、経済産業省、農林水産省、環境省関係】 
 

３  地域の除排雪体制整備等に関する対策の推進と支援の拡充 
 

国の豪雪地帯対策基本計画の改定後、地方自治体でも、雪処理の担い手

の確保に向けた除排雪の体制の整備、空家に係る除排雪等の管理の確保や

雪冷熱エネルギー等の活用促進などの取組を進めているところである。 

昨冬は全国的に少雪であったものの、平成 30 年 12 月末及び平成 31 年 

１月には、北海道及び東北地方の一部においては月最深積雪値を更新する

など一時的に大雪に見舞われ、地域住民の生活や社会・経済活動に大きな

影響を与えている。 

こうした課題に対応すべく、豪雪地帯対策基本計画等に基づき、以下の

事項について、国による一層の対策の推進及び地方自治体の取組に対する

支援の拡充を強く要望する。 

 

(1) 普段降雪の少ない地域等で大雪となった場合の広域的な応援

派遣の体制や費用負担等の仕組みづくり 

（内閣府政策統括官（防災担当）） 

 

(2)  空家等対策の推進に関する特別措置法の適切な運用及び空家

等の除排雪を円滑に実施するための財政支援 
（国土交通省住宅局、総務省自治行政局） 

 

 

(3)  雪冷熱をエネルギー源とした、データセンター誘致等による

産業振興・節電対策及び農産物貯蔵施設等の整備による農業振

興など、雪冷熱の活用促進のための財政支援 

（経済産業省資源エネルギー庁、農林水産省生産局、総務省 

総合通信基盤局、環境省大臣官房総合環境政策統括官グル 

ープ） 
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＜ 個 別 要 望 ＞ 

 

【内閣府、国土交通省関係】 

○ 地吹雪、短期集中的な降雪等による車両滞留時の対策の推進 

地吹雪、短期集中的な降雪等による車両滞留時の対策について、

帰宅困難者への対応などを含め、危機管理上の観点から、実施（責

任）主体を明確にし、関係機関が総合的、一体的に対応できるよう

な仕組みづくりを行うこと。 

（内閣府政策統括官（防災担当）、国土交通省道路局） 

 

【総務省関係】 

１ 雪寒地帯の実情を十分に踏まえた地方交付税制度の充実 

地方自治体が円滑に雪対策を実施できるよう、地方交付税総額を

確保するとともに、積雪による倒壊のおそれがある公共施設等の除

却に係る地方債について交付税措置を講じるなど、雪寒地帯の実情

を踏まえた財政需要の算定を行うこと。     （自治財政局） 

 

２ 雪対策事業の推進（起債枠の確保） 

各種雪対策を効果的に推進するため、一般補助施設整備等事業 

債・豪雪対策事業分の需要に応じた起債枠の確保を図ること。 

                                             （自治財政局） 

 

【文部科学省関係】 

○ 国立研究開発法人防災科学技術研究所雪氷防災研究センターにお

ける雪氷防災に関する調査研究の充実 

同センターが有する世界最大規模の降雪実験関連施設を活用した、 

雪氷防災に関する調査研究の充実を図ること。    （研究開発局） 
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【厚生労働省関係】 

○ 住民の安全・安心確保対策の推進 

過疎化、高齢化の進行により克雪力が低下している地域等におい 

て、冬期間の住民の安全・安心確保を図るために更なる支援措置を 

講じること。 

(1) 除雪作業や見守りなど地域ぐるみで高齢者等の生活を支援す 

る地域支え合い体制の支援の実施         （老健局） 

(2) 生活支援ハウスの整備を促進する支援制度の拡充及び制度の

柔軟な運用                  （老健局） 

(3) 低所得者への灯油購入助成に対する財政支援（社会・援護局） 

 

 

【農林水産省関係】 

１ 農業関係の豪雪被害の回避及び復旧に対する支援制度の創設 

豪雪等による農業関係被害の回避のため市町村・地域組織等が行 

う農道除雪等の取組や、復旧に対する柔軟な支援制度を創設するこ

と。                                  （農村振興局、経営局） 

 

２ 農用地の消雪促進に対する支援制度の創設   

  農用地の消雪の遅れにより、農業生産への影響や融雪に伴う被害

が発生しないよう、除雪費用支援制度を創設すること。 

                                         （農村振興局） 

 

【農林水産省、国土交通省関係】 

１ なだれ防止対策事業の推進 

  なだれ危険箇所の未整備箇所を計画的に整備するための事業費の

確保を図ること。 

（農林水産省林野庁、国土交通省水管理・国土保全局、 

国土交通省道路局） 
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２ 地すべり等融雪期災害対応への支援 

融雪期の災害に対し、地方自治体が円滑に対応できるよう、引き 

続き支援を実施すること。 

（農林水産省農村振興局、経営局、林野庁、 

国土交通省水管理・国土保全局、道路局） 

 

【国土交通省関係】 

１ 雪寒地帯における道路整備への更なる支援 

雪寒地帯における道路整備は、除雪に対応した堆雪帯の確保や消 

雪パイプや雪崩予防柵など多くの雪対策施設などが必要となり、無 

積雪地帯に比べ相対的に事業費が嵩むことから、地方負担の軽減を 

図るため、国費率の更なる拡充を行うこと。                 

（国土政策局、道路局） 

 

２ 雪寒地帯における道路維持修繕への更なる支援 

雪寒地帯においては除排雪作業や凍結融解等に伴い道路施設等の 

損傷が著しいことを踏まえ、雪害の克服と民生の安定を確保するた 

め、道路施設等の維持修繕・更新に対して、地方負担の更なる軽減 

を図ること。 

また、雪国に適応したアスファルト舗装・修繕の研究や開発を推 

進し、アスファルト舗装基準や交付金要綱に反映させること。 

（国土政策局、道路局） 

 

３ 住民の安全・安心確保対策の推進 

過疎化、高齢化の進行により克雪力が低下している地域において、

冬期間の住民の安全・安心確保を図るための更なる支援措置を講じ

ること。 

(1)  生活道路除雪や高齢者の見守り等、地域ぐるみで安全・安心を 

確保するための取組に対する支援制度の創設  （国土政策局） 



 

- 7 - 

(2)  集落への小型除雪機械等整備に対する支援制度の創設 

（国土政策局） 

(3) 冬期集合住宅の整備・運営に対する支援制度の創設 

(国土政策局） 

４ 克雪住宅の普及促進への支援 

高齢者等が住宅の雪下ろし中に転落する事故が多発していること

から、克雪住宅の維持管理経費や消融雪に係る燃料費などについて、

税制優遇等の支援措置を講ずるなど、雪下ろしをしなくてすむ克雪

住宅の普及を促進すること。             （住宅局） 

 

５ 冬期鉄道輸送力の確保 

利用者への運行情報提供に対する指導を行うこと。また、防除雪

施設等への予算を確保するとともに、鉄道事業者の迅速な除雪体制

整備に対する指導や、除雪経費に対する支援制度を創設すること。 

                                      （鉄道局） 

 

６ 航空路の安全かつ安定運航の確保 

冬期間の安全性向上及び安定運航の確保、並びに空港整備事業等

の推進を図るとともに、国管理空港の除雪体制及び凍結防止策の更

なる充実や、地方管理空港等における除雪作業・凍結防止作業及び

空港除雪用機械購入に要する経費に対する支援制度を創設すること。 

         （航空局） 

 

７ 克雪のための技術開発・導入への支援制度の創設 

雪下ろし、除排雪の自動化・省力化や融雪・消雪の低コスト化な

ど克雪技術の開発・導入に対する支援制度を創設すること。                       

（国土政策局） 
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８ 豪雪地帯における柔軟な交付金制度の創設 

  離島地域など他の条件不利地域対策に比べ、豪雪地帯対策は、高 

 齢化・人口減少等の構造変化を踏まえた国の施策展開が十分とは言 

 えない。豪雪地帯対策特別措置法の趣旨に則り、除排雪作業が困難 

 な高齢者等の安全・安心の確保、地域の実情に応じた除排雪の仕組

みや体制の構築及び地域の担い手となる若年層の定住促進や雇用機

会の拡充を中心に、豪雪地帯特有の条件不利性に着目した柔軟な交

付金制度を創設すること。                      （国土政策局） 

              

 

９ 高規格幹線道路等の着実な整備と事業費の確保 

  積雪寒冷地域での地域特性を鑑み、地域のライフライン・災害時

の代替ルート・経済活性化のための物流ルートとしての高規格幹線

道路及び地域高規格道路の整備を計画的かつ着実に進めるとともに、

事業費の確保を図ること。             （道路局） 

 

10 気象情報に関する調査研究の充実 

 短期集中的降雪に迅速に対応するための気象予測に関する調査研 

究の充実を図ること。               （気象庁）



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民家付近の除雪作業（新潟県十日町市） 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雪の重みでつぶれそうな空き家（青森県平川市） 

 

 

 

 

 


